
事業事前評価表 
    国際協力機構 地球環境部 自然環境第二チーム 

 
１．案件名                                 
国 名： エルサルバドル共和国    
案件名： 和名 オロメガ湖・ホコタル湖統合的湿地管理プロジェクト 

英名 The Project for Integrated Wetland Management in Olomega and El Jocotal 
Lagoons 

     
２．事業の背景と必要性                        
1）当該国における自然環境保全セクターの開発実績（現状）と課題 

 エルサルバドルは、現在ラムサール条約に登録された湿地を全国に計 7 ヶ所（ホコタル湖、

ヒキリスコ湾、セロン・グランデ池、オロメガ湖、ギハ湿地帯、バラ・デ・サンチアゴ湿地

帯、ハルテペケ湿地帯）を有しており、その総面積は 207,387ha に及び、エルサルバドル総

面積の約 10％を占める。 
ラムサール条約登録湿地のうち、本案件の対象地域であるオロメガ湖及びホコタル湖は、

エルサルバドル国内でも特に環境保全が遅れている東部のラ・ウニオン県、サンミゲル県、

ウスルタン県の 3 県に跨る自然湖である。両湖周辺には、約 19,500 人の住民が主に漁業と酪

農で生計を立てている。同湿地帯は彼らにとって生活収入の重要な供給源となっており、ま

た両湖の環境の悪化は下流に位置する国内最大級の湿地ヒキリスコ湾湿地帯に悪影響を及ぼ

す可能性がある。 
両湖の自然環境は、家庭排水、家畜の排せつ物、化学肥料、過度な漁業、ホテイアオイな

どの外来種の増殖、堆砂など様々な要因によって悪化しており、また、住民間の漁業、農業

等の生産活動による水利用をめぐる争いに起因した計画性の無い水位調節も湿地保全にとっ

て問題の一つとなっている。そのため、適切な湿地管理の実施が緊急の課題となっているが、

統合的な湿地管理のための組織体制がいまだ十分に整備されていない状況である。 
このような状況のなか、エルサルバドル政府は環境・天然資源省（MARN）を主なカウン

ターパート機関とし、エルサルバドルにおける湿地保全とワイズユース 1を推進するためのモ

デルアプローチとして、オロメガ湖及びホコタル湖の統合的な管理のための組織体制を整備

することを目的とする本プロジェクトを申請した。 
 
（2）当該国における自然環境保全セクター開発政策と本事業の位置づけ 
  エルサルバドルの国家環境政策（2012 年）、国家環境戦略（2013 年）、国家開発 5 カ年計画

(2014-19) や、CCAD（Central American Commission on Environment and Development：中

米環境開発委員会）の中米環境戦略 2015-2020 では湿地保全・環境保全が重点分野として含

1 湿地の生態系を維持しつつ、人々の利益のために湿地を持続的に利用すること。 
                                            



まれており、本プロジェクトはこれらの政策・計画との整合性がある。さらに、これらの国

家政策の遂行のため、MARN では国家湿地改善計画を策定し、MARN 内に湿地ユニットを立

ち上げた。また、本事業の対象地であるオロメガ湖及びホコタル湖に関しては、それぞれの

湖を対象に「戦略と環境管理計画」が策定されており、予算の制約はあるものの、他省庁、

地方自治体、住民組織と協力しながら、部分的に活動を実施してきた。しかしながら、国家

湿地改善計画の目指すところの、「国家・地域の湿地管理委員会の設立」と、これらの委員会

による「自律的で統合的な湿地管理の実施」には至っていない。また、湿地環境を詳細に理

解するための科学的データの不足と科学的データに基づくゾーニングを含めた湿地管理計画

の未整備、異なる利害関係にあるステイクホルダー間の調整不足も課題である。本プロジェ

クトは、MARN 湿地ユニット、関係諸機関、各湖周辺コミュニティを対象とした技術協力を

実施し、湿地管理体制の構築と統合的な湿地管理のモデル構築による持続的な湿地管理体制

構築を支援することにより、これらの課題の解決に資するものである。 
 
（3）自然環境保全セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

日本の対エルサルバドル援助方針では、「持続的開発のための防災・環境保全」が重点分野

となっており、本プロジェクトも、湿地管理を通じて、環境の回復と湿地周辺での洪水被害

へのレジエンスを強化するものである。また、本プロジェクトは、上記援助方針における開

発課題「地域開発のための産業基盤整備と生産性向上」の下の「東部地域開発プログラム」

に位置付けられ、東部地域におけるグリーン経済の実現に資するものである。 

 
（4）他の援助機関の対応 
  1)地球環境ファシリティ（GEF）：「オロメガ湖周辺住民の生活改善からアプローチするオロ

メガ湖環境の改善プロジェクト」（2014）が実施された。2016 年からは「国際的に重要

な保全湿地の保全、生物多様性の持続的な活用とエコシステムサービスの維持プロジェク

ト」（UNDP/GEF）がオロメガ湖を含む 3 つの湿地帯で実施される予定である。 
2)アメリカ諸国のためのイニシアチブ基金（FIAES）：1994 年から 2014 年までオロメガ湖

及びホコタル湖の小規模プロジェクトへ 50 万 USD の資金供与を行い、オロメガ湖では、

コンポストの設置や、有機農業振興、起業支援、ホコタル湖では、自然保護活動や小規模

な観光インフラの整備と住民の訓練をエルサルバドルのNGOや住民組織を通じて実施し

た。また、2013-2014 年にかけてオロメガ湖周辺でリサイクルの推進、外来植物の撤去な

ど、オロメガ湖周辺の環境改善を目的とした 3 つのプロジェクトを支援している（約 14
万 USD）。なお、2015 年以降に実施される FIAES 新事業戦略では、オロメガ湖及びホコ

タル湖は事業対象地域に含まれていない。 
3)FOMILENIO II（アメリカ政府の支援による太平洋岸地域を中心とした地域開発（2014



～）：ミレニアム・チャレンジ公社（MCC）2を通じて米国政府から 2 億 7,700 万 USD の

供与を受けて実施される経済開発を通じた貧困削減プログラム。この一部として、ヒキリ

スコ湾を含む海洋沿岸地域を対象に、持続可能な生計と海洋沿岸エコシステムの持続性の

保証、効果的な土地利用計画の策定と市民参加、湿地に配慮した経済活動への投資などが

実施される。 
     
３．事業概要                               
（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）    
  本事業は、エルサルバドルにおいて、環境・天然資源省湿地ユニットを中心とする湿地管理

体制の強化、オロメガ湖とホコタル湖周辺の湿地管理計画の策定、対象地の特性を活かした

パイロット活動の実施、プロジェクトの知見普及を通した湿地関係者間のネットワーク強化

を行うことにより、湿地保全とワイズユースを促進するためのモデル的アプローチとして両

湖の統合的管理を推進するための組織体制整備を図り、もって両湖の経験をもとにしたモデ

ル的アプローチが、エルサルバドルで実践的に適用されることに寄与するものである。 
 
（2）プロジェクトサイト/対象地域名 
   オロメガ湖、ホコタル湖   
（3）本事業の受益者（ターゲットグループ）     

1）直接受益者 
 湿地ユニット、及び湿地管理に関係する MARN 内の他部局の職員、オロメガ湖及びホコ

タル湖のパイロットサイト内の市及びコミュニティの住民 
 2）間接受益者 

オロメガ湖、ホコタル湖においてパイロット活動に直接関与しない住民、ヒキリスコ湾湿

地帯及びエルサルバドル国内のその他のラムサール条約登録湿地の湿地保全関係者 
 
（4）事業スケジュール（協力期間）    

2016 年 2 月から 2021 年 2 月（計 60 か月） 
 
（5）総事業費（日本側）    
   5 億円 
 
（6）相手国側実施機関  

環境・天然資源省（MARN）湿地ユニット 
 

2 アメリカ政府により 2004 年に設立された基金。二国間援助機関であるミレニアム・チャレンジ公社が基金を管理する。 

                                            



（7）投入（インプット）    
1）日本側    
専門家派遣（総計 104M/M） 
- チーフアドバイザー（湿地生態系保全） 
- コミュニティ組織/生計向上 
- 土地利用計画 
- 環境教育 
- 水文学 
- 短期専門家（分野はパイロット活動に合わせて決定） 

研修 
- 湿地保全等、必要分野における本邦／第三国研修 
- プロジェクトに必要な活動経費の一部 
- プロジェクトに必要な資機材の一部（車両、PC、プリンター、プロジェクター等） 

 
 2）エルサルバドル側    

人材配置 
- プロジェクト・ダイレクター 
- プロジェクト・マネジャー 
- 日本側派遣専門家に対するカウンターパート 
- 事務職員 
- 執務室（家具付き） 
- プロジェクトに必要な活動経費の一部 
- プロジェクトに必要な資機材の一部 
- プロジェクト活動に必要な情報（諸政策・制度に関する情報、対象地域にかかる既

存データなど） 
 
（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発    
 1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 ：なし   

① カテゴリ分類（A,B,C を記載）：C    
② カテゴリ分類の根拠：本事業は人的能力強化に関わる活動が主体であり、また、自然

資源の持続的な利用・保全に寄与するパイロット活動の実施が想定されていることか

ら、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、環境への望

ましくない影響は最小限であると判断される。    
 2）ジェンダー平等推進/平和構築・貧困削減：特になし    
 3）その他：特になし     

     



（9）関連する援助活動    
 1）我が国の援助活動    

JICA の「東部地域開発プログラム」では、「東部地域観光開発能力強化プロジェクト

（2010-2013）｣個別専門家、一村一品運動アドバイザー派遣、「貝類養殖技術向上・普及

プロジェクト（2012-2015）」を実施してきた。2014 年からは、「東部地域野菜農家収益性

向上プロジェクト（2014－2018）」が、本プロジェクトの対象地域である、ウスルタン県、

サンミゲル県、ラ・ウニオン県で実施されている。本プロジェクトでは、パイロット活動

の実施において、これまでの事業成果の活用や実施中の事業との効果的な連携も予定して

いる。 
また、今後、中小企業ノンプロジェクト無償資金協力での水質検査キットの提供や青年

海外協力隊派遣事業などとの連携可能性もある。さらに、中米統合機構（SICA）に広域協

力アドバイザーが派遣されており、本プロジェクトで構築される統合的湿地管理モデルに

関する中米域内での情報共有あるいはモデル適用のための連携促進を行う予定である。 
 

 2）他ドナー等の援助活動    
UNDP は GEF 資金で 2016 年から 3 年間程度、「国際的に重要な保全湿地の保全、生多

様性の持続的な活用とエコシステムサービスの維持プロジェクト」を MARN の湿地ユニッ

トを C/P 機関として実施予定。オロメガ湖を含む３つの湿地を対象に湿地管理計画策定や

関係者の能力向上支援を行う計画であるため、両案件による活動の重複を避け、補完的に

相乗効果が期待できるよう調整を行う。 
     
４．協力の枠組み                            
（1）協力概要     

 1）上位目標と指標    
オロメガ湖、ホコタル湖の経験をもとにしたモデル的アプローチが、エルサルバドルで実

際に実践的に適用される。 
（指標） 

- モデルアプローチがエルサルバドル国内の本事業対象地以外の少なくとも一つのラ

ムサール条約登録湿地で使用される。 
 
2）プロジェクト目標と指標 
 エルサルバドルの湿地保全とワイズユースを促進するためのモデル的アプローチとして

オロメガ湖、ホコタル湖の統合的管理を推進するための組織体制が整備される。 
（指標） 

- オロメガ湖、ホコタル湖で実践されたアプローチや戦略が、エルサルバドルの統合

的湿地管理のためのモデルアプローチとして、MARN の湿地ユニットによって正式



に認められる。 
- プロジェクトで得られた経験や教訓が政策レベル（湿地に関連する政策や戦略等）

に反映される。 
    

  3）成果    
1. 環境・天然資源省湿地管理ユニットを中心とする組織横断的な湿地管理体制が強化さ

れる。 
2. 地域住民の参加によるオルメガ湖とホコタル湖周辺のゾーニングを含む湿地管理計

画が策定される。 
3. オロメガ湖及びホコタル湖の特性を活かしたパイロット活動が湿地管理計画の一部

として実施される。 
4. プロジェクトで得られた知識や経験の普及を通して、エルサルバドルの内外の湿地関

係者間のネットワークが強化される。 
     

５．前提条件・外部条件                              
（1）前提条件 
  - 特になし    
（2）外部条件（リスクコントロール）    

- 大規模な自然災害が発生しない。 
- 関連する政策が変更されない。 
- 関連省庁や関係機関が湿地委員会に参加する。 

     
６．評価結果                                      
本事業は、エルサルバドル国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、

また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。  
     
７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                        
（1）類似案件の評価結果    

自然環境保全分野ナレッジ教訓シート 1『自然環境保全における「住民参加型アプローチ」

の適用判断』によると、住民による生計向上活動の実施について、「自然環境保全を最終的な

目標とするも、生計向上活動と保全の連動性が不明確のまま事業が進むリスクがある」、また

「プロジェクト完了後には C/P 機関の人員や予算不足、キャパシティ不足、住民だけによる

活動継続の困難さなどが見られ、期待通りの事業展開がなされないリスクがある」とされて

おり、その対応策として「対象地域の住民にとって、生計向上活動で取り組む内容は自然環

境保全への動機づけとなる十分な経済的メリットがあるか、経済的な便益以外に、住民にと

って自然環境保全へのニーズがあるか」「プロジェクト完了後の事業展開において、活用でき



る資金ソース、予算の想定はあるか」について確認する必要があるとされている。 
また同教訓シート 4『「モデル事業の形成」と実証』、シート 5『「モデル事業の普及展開」

と仕組み』には、モデル事業の普及に関して「プロジェクト完了後に実施体制（必要な人員、

予算、コミットメント）が伴わず、他地域への普及展開が進まない」、「村から村への自然発

生的なモデル展開に多くは期待できない」等のリスクが挙げられており、モデル形成に当た

っては、普及展開させるための具体的な仕組みを計画段階からプロジェクトに織り込むこと

が必要とされている。 
 
（2）本事業への活用   

 本プロジェクトでは、湿地保全のためのパイロット活動の一部を支援する予定であるが、

支援するパイロット活動の選定にあたっては、湿地保全との関連性、生計向上への貢献度（市

場性含む）、予算、実施主体のキャパシティ、継続性などを十分に考慮することとする。 
 また、本プロジェクトにおいては、国及び地域レベルの組織横断的な湿地管理体制の強化

や、具体的な成果物として、湿地管理委員会の運営マニュアル、湿地管理計画策定ガイドラ

イン、ワイズユースに係る事例集などの作成を行い、プロジェクトで得られた経験や教訓が

政策・制度に反映される計画である。これらの制度・枠組みの整備と政策への反映により、

湿地管理推進のための財政基盤の強化を図り、他の地域でのモデルの適用（技術の継続的利

用）につなげていく。 
 
８．今後の評価計画                                    
（1）今後の評価に用いる主な指標      

４．（１）のとおり。   
（2）今後の評価計画    

事業終了３年後 事後評価   
 


